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「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト」 

（事後評価） 

評価概要（案） 

 

１．総合評価 

 実用化や事業化のステージが異なる Si、SiC、GaN パワーデバイスのそれぞれについて、

内外の技術動向に照らして特に重要度や緊急度が高い研究開発が戦略的に実施されており、

パワーエレクトロニクスを支える要素技術であるウェハ、デバイス、実装及び駆動、並びに

システムを包括した事業が行われたことは、当該分野の持続的な発展に向け、人材育成も含

めて意義が大きく、NEDO プロジェクトとして高く評価できる。 

また、大学間、大学企業間、企業間において上手く連携と役割分担がなされ、指揮命令系

統及び責任体制が明確となっており、実施体制は有効に機能したと考えられる。 

さらに、本プロジェクトの成果は、国際的にも高いレベルにあり、日本のパワーエレクト

ロニクス産業を包括的に推進するポテンシャルを持っており、従来技術の延長線上では成し

得ない成果を導いたことを高く評価する。 

一方で、海外では、明確な事業戦略に基づいた企業買収なども活発化しており、引き続き

優位性を確保する為には、当該プロジェクトや SIP パワエレの実績を活かしつつ、継続的

な取組が必要であり、新材料の研究開発では、大学等の新規参入機関を上手く取り込む制度

設計等の検討も望まれる。 

今後は、技術面の優位性のみに頼っていては国際的な競争力を堅持し続けることが難しく

なると予測されるので、例えば、GaN でなくては実現できない大規模応用先の探索や、ビ

ジネスモデルの見直しなども含め、より積極的な事業戦略の策定の働きかけ等を期待したい。 

 

２．各論 

２．１ 事業の位置付け・必要性について 

省エネルギー技術の国際的牽引、日本の産業競争力強化を目的としたパワーエレクトロニ

クスの研究開発は、省エネのコア技術開発や CO2 削減のためには必須の技術であり、今後

の需要が大変大きい分野と考えられる。また、材料技術やパワーエレクトロニクス関連技術

は、我が国が得意とする分野であり、これらの技術力を十分に発揮することは国際貢献を通

した我が国の同分野におけるプレゼンスを高め、ひいては市場における競争優位性を強める

ことにもつながると考える。 

本事業では、わが国の将来のパワーエレクトロニクス分野の先進性、技術競争力を確保す

るべき研究開発テーマとして、Si（シリコン）、SiC（シリコンカーバイド）、GaN（窒化ガ

リウム）という有望パワーデバイスの最も必要とされるポイントに着目し、各々の結晶材料、

ウェハ、実装、駆動回路、制御、及びシステムと広い分野に、一貫したテーマ設定がおこな
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われたことは、適切であったと考える。 

また、今回のパワーデバイスの製作から応用までの研究開発事業範囲は、学術機関だけで

は達成できないレベルの事業であり、かつ、アカデミックな研究開発によるブレークスルー

も必要な事業であるため、民間と学術機関が協力して事業実施されたことは、NEDO 事業

としてふさわしいと評価できる。 

 

２．２ 研究開発マネジメントについて 

 新世代 Si パワーデバイス技術開発並びに SiC デバイス応用システム開発では、ウェハ、

デバイス、実装および回路の要素技術を包含した研究開発計画が策定され、新材料パワーデ

バイスの開発では大口径バルク GaN 結晶に関して世界的にも突出したレベルでの目標設定

がなされた。また、各研究開発項目とも技術や市場の動向をオンタイムで的確にとらえ、開

発テーマの絞り込みがなされており、実用化に結びつく企業競争力の向上につながる適切な

目標設定がなされていると考える。 

また、委託事業として大学が中核となって実施された新世代 Si パワーデバイス技術開発

では、ウェハからデバイス駆動までの将来展開を展望した上で、戦略的な研究が実施され、

大口径バルク GaN 結晶の実用化開発では、企業が主体となった助成事業でありつつも大学

との共同研究が重要な役目を果たしたことがうかがわれる等、大学間、大学企業間、企業間

において上手く連携と役割分担がなされ、指揮命令系統及び責任体制が明確となっており、

実施体制は有効に機能したと評価できる。 

一方、本事業のアウトカムとして設定していたアプリケーション以外にも、開発成果の恩

恵を受ける既存のアプリケーションや想定外の用途も有り得ると考えられることから、今後

は、本事業によって得られた技術成果を広くアピールし、想定外のアプリケーションの発掘

を進める等、技術成果の活用範囲を広げるフォローアップも検討されることが望まれる。 

 

２．３ 研究開発成果について 

 次世代 Si-IGBT（絶縁ゲート型バイポーラトランジスター）では、スケーリング効果とデ

ジタルゲート制御の優位性を示し、SiC パワーデバイスを用いた超高効率車載電動システム

の開発では、シンプルかつ斬新なアイデアの優位性を実証するだけでなく、結晶成長技術や

周辺回路技術にわたる広い分野の技術力向上が図られ、大口径 GaN 結晶の開発では、SIP

開始時の当初予想を超える成果が得られている。ほぼすべての開発項目において当初の目標

は達成され、コスト、低損失化、性能において従来技術の延長線を大きく超える効果が認め

られ、基本原理から量産技術に至るさまざまな開発項目において革新的な技術成果が得られ

たことは、評価できる。 

今後、大口径 GaN 結晶の開発においては、デバイスメーカーや大学との連携研究を通じ

て、本研究開発で作製した高品質 GaN 基板の物性や、各種デバイス試作を通じた優位性実

証等を通して、その研究開発成果のアピールや周辺技術の知財確保を進めることを期待した

い。 
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２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

いずれのプロジェクトにおいても、市場の発展性を踏まえ、成果の実用化・事業化に向け

た戦略は計画段階より明確化されているものが多く、終了時点での事業化に向けたマイルス

トーンも明示されている。特に、超高効率車載電動システムでは、事業化段階までのマイル

ストーンも設定され、適用車種選択やメリットの定量化など具体的な取組が進む等、実用化

までのステップが綿密に練られており、その過程での波及効果も期待される。また、大型

GaN 単結晶基板の材料事業においても競合技術との優位性を明らかにし、実用化、事業化

の見通しも具体化されており高く評価できる。 

さらに、産業技術としての適用可能性として品質以外にも低価格化や量産化までのリード

タイム短縮、サンプル供給期間短縮等もなされており、台頭する海外勢に対抗するためにも

有効な戦略と考えられる。 

一方、パワーデバイス市場の成長性は明らかなものであるが、過去における市場予測が実

際と少なからず合っていなかった点が認められることから、今後は、本事業を実施する中で

得られた様々な知見を加えることで、パワーデバイスやパワーエレクトロニクスの実用化、

事業化に向けて、ロードマップの見直しや、コスト面での具体的な課題と将来の課題解決の

方向性の整理が進むことを期待したい。 
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３．評点結果〔プロジェクト全体〕 

   

 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性 3.0 A A A A A A A 

２．研究開発マネジメント 2.7 A A A A B A B 

３．研究開発成果 2.9 A A A A A A B 

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び

見通し 
2.4 A B A A B B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 

数値に換算し算出。 

 

〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要         →A 

・重要            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当とはいえない      →D 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2.4 

2.9 

2.7 

3.0 

 

 

平均値 

１．事業の位置付け・必要性 

２．研究開発マネジメント 

３．研究開発成果 

４．成果の実用化・事業化に向

けた取組及び見通し 

3.0 2.0 1.0 0.0 
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２．研究開発マネジメントについて ４．成果の実用化・事業化に向けた 

取組及び見通しについて 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね適切          →C 

・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当          →C 

・見通しが不明        →D 
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０．事業の概要 

本事業では、パワー半導体の性能限界突破や新材料パワー半導体を駆使したパワーモ

ジュールやアプリケーションへの応用開発を行い、電力変換器等のパワーエレクトロニクス機

器の性能向上や適用範囲拡大により、飛躍的な省エネ化を実現する。 

具体的には以下の研究開発を行う。 

 

【研究開発項目①(10)】 

Si パワーデバイスに関し、従来技術の延長線上にない革新的な手法を用いることで、現状

の Si パワーデバイスの性能限界突破を行う。低欠陥ウェハー技術、スケーリング技術、３次元

化等の新構造化技術等を駆使し、極限の材料及びデバイス構造等を開発することにより、現

状のＳｉＣパワーデバイスと耐圧、電流密度等で同等以上の性能を有する新世代Ｓｉパワーデバ

イスを開発する。また、開発した新世代Ｓｉパワーデバイスの高速スイッチングを可能にする

ゲートドライバやスイッチング技術等を開発する。 

【研究開発項目③（2）】 

新材料パワー半導体を各種アプリケーションに適用するため、モジュール化のための材料、

設計技術、実装技術等の開発を行う。開発した技術を適用した新材料パワーモジュールの開

発や開発したモジュールを適用したシステムの試作、動作実証等を行う。 

【研究開発項目④】 

低欠陥で、パワーデバイスに供する新材料ウェハー実現のための革新的製造技術を開発す

る。また、低コスト化を実現するためのウェハーの大口径化に関する革新的製造技術を開発す

る。新たな用途開拓を見据えて、その実現に必要となる技術に関して下記の研究開発を実施

する。 

①新材料パワーデバイスの実用に即した成膜技術や放熱技術などの共通基盤技術の開発 

②大容量高周波無線通信デバイス技術などのＩｏＴ社会を実現するための要素技術開発 

③新材料パワーデバイスの社会実装に向けた将来の革新的な用途開拓に関する可能性の検

証 

１．事業の位置付け・ 

必要性について 

パワーエレクトロニクスは、鉄道・自動車・産業機械・家電など生活に身近なあらゆるところに

適用される技術であり、その高性能化はあらゆるところの省エネに繋がり、低炭素社会実現の

鍵となる技術である。 

また、パワーエレクトロニクス関連市場は、現在 6兆円に対し、2030年には 20兆円まで拡大

する見込みである。成長市場で優位性を確保し、経済成長に繋げることは重要である。本事業

の成果により、半導体デバイス関連の国内企業群が国際的に大きい存在感を有するほか、自

動車産業をはじめとする電機産業以外の産業競争力強化にも大きい貢献が期待される。 

海外では、Power Americaや NY-PEMCをはじめとした大型の国家プロジェクトが次々に組

成され、本分野の推進を強化している。また、ECPE をはじめとしたコンソーシアム活動も盛ん
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である。日本は多くの有力企業を抱えている一方で、一企業だけで対抗することは困難になり

つつある。従って NEDO が関与し、本分野の研究開発を強力に推進することが重要になって

くる。 

２．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

【研究開発項目①(10)】 

（2016 年度末） 

現状の SiC パワーデバイスと耐圧、電流密度等で同等以上の性能を有する新世代 Si パ

ワーデバイスの開発。 

（2019 年度末） 

2016 年度末までに動作させた新世代Ｓｉパワーデバイスとゲートドライブ IC を組み合わせた

プロトタイプモジュールを作成し、産業用実用化クラスの出力（例えば 10kW）の変換器実証運

転を行う。また、パワーデバイスとしては、低欠陥ウェハー技術、スケーリング技術等の新構造

化技術等の高度化を図り、スケーリングコンセプトの連続性を確認する。 

【研究開発項目③（2）】 

＜2016 年度末＞ 

新材料パワーデバイスを用いたインバータ等の実現に必要となる、材料、設計技術、実装

技術等を開発する。また、その開発状況を評価することで最終目標達成のための課題を抽出

し、解決の技術的見通しを明確にする。 

＜2017 年度末＞ 

（次世代パワーモジュール） 

パワエレ製品を使用する最終顧客要求を満足させる最適な新材料パワーモジュールを開

発し、SiC パワーモジュールの事業化と SiC パワーモジュールを搭載したパワエレ機器の事業

化に繋げる。 

（車載電動システム） 

試作した SiC パワーデバイスを用いた新電動システムを実車に搭載し、実走行での動作を

確認、システム制御上の課題抽出を実施するとともに、モード走行相当の走行時の電動損失

を実測し、燃費向上効果を定量化する。 

（高耐圧 SiCパワーモジュール） 

新規に開発した部材および高耐圧 SiC パワーデバイスを組み込んだ高出力密度・高耐圧

パワーモジュールを試作し、定格容量でもモジュールとしてのスイッチング動作を実証する。 

＜2019 年度末＞ 

（発電電動一体ターボチャージャ） 

SiC デイバスを用いた IPM 及び発電電動機一体ターボチャージャの性能／耐久評価を行

い、実用化可能であることを実証する。また、発電電動機と SiC デバイス組み込みインバータ

をエンジンに取り付け耐久評価を実施して実用性を実証する。これらを通して、本システムが

低速トルク大幅アップと高速域での燃費向上を達成でき、かつ実用化可能なレベルであること

を実証する。 

【研究開発項目④】 

＜2019 年度末＞ 

（大口径バルク GaN結晶） 

貫通転位密度 1,000／ｃｍ２以下、口径４インチ以上の単結晶を実現し、当該結晶を用いた

デバイス品質のウェハー作成プロセスを生産性の高い方法で確立する。上記新材料を用いた

口径６インチの単結晶実現のための製造技術を確立する。 

（新規用途開拓） 

① 開発した共通基盤技術について、実用に即した性能評価を行い、実用化の見通しを明

確化 

② 要素技術を実装した新材料パワーデバイスを試作・動作検証し、Ｓｉ、ＳｉＣ等の他材料の

デバイスと比較した競争優位性の明確化 

③ 新材料パワーデバイスの革新的な用途に関して、具体的かつ定量的な要求仕様及びそ

の実現可能性の明確化 
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事業

の計

画 

内容 

主な実施事項 
H26fy

（FY2014） 
H27fy 

（FY2015） 

H28fy 

（FY2016） 
H29fy 

（FY2017） 
H30fy 

（FY2018） 

H31fy 

（FY2019） 
 

研究開発項目

①(10) 

 

 

  

 

  

研究開発項目

③（2） 
 

 

 

 

 

 

 

  

研究開発項目 

④  
 

 

 

 

 

  

開発

予算 

( 会

計 ・

勘定

別に

事業

費の

実績

額 を

記

載) 

( 単

位 :

百万

円)  

会計・勘定 
Ｈ26fy 

（FY2014） 

Ｈ27fy 

（FY2015） 

Ｈ28fy 

（FY2016） 

Ｈ29fy 

（FY2017） 
Ｈ30fy 

（FY2018） 

Ｈ31fy 

（FY2019） 総額 

一般会計 - - - - - -  

特別会計 

（需給） 
2,159 2,947 2,179 2,054 780 574 10,694 

開発成果促進

財源 
- - - - - -  

総予算額 2,159 2,947 2,179 2,054 780 574 10,694 

（委託） ○ ○ ○ ○ ○ ○  

（助成） 
：助成率 2/3 

○ ○ ○ ○ ○ ○  

（共同研究） 
：負担率△/□ 

- - - - - -  

開発

体制 

経産省担当原

課 

産業技術環境局 研究開発課 

商務情報政策局 情報産業課 

プロジェクト 

リーダー 

千葉大学 佐藤之彦 教授 

新世代 Si-IGBT と応用基本技術の研究開発 

世界のパワエレを牽引する次世代パワーモ

ジュール研究開発と日本型エコシステムの構築 

高出力密度・高耐圧 SiC パワーモジュール 

の開発 

③(1)革新的アプリ
ケーション開発 
（6 テーマ） 

SiC パワーデバイスを用いた超高効率車載 

電動システムの開発 

次世代パワーデバイスを用いた 

発電電動一体ターボチャージャに 

よる排熱回収システムの研究開発 

パワーデバイス用新材料ウェハー

の革新的製造技術の開発 

新材料パワーデバイスの 

新規用途開拓の推進 
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委託先 

（委託先が管

理法人の場合

は参加企業数

及び参加企業

名も記載） 

研究開発項目①(10) 

委託先：国立大学法人東京大学（共同実施先：国立大学法人九州工業大学、国立大学法人

九州大学、学校法人明治大学、公立大学法人首都大学東京、国立研究開発法人産業

技術総合研究所、国立大学法人横浜国立大学、北九州市、株式会社東芝、三菱電機

株式会社）、国立大学法人東京工業大学 

研究開発項目③（2） 

助成先：富士電機株式会社（委託先：国立大学法人東京大学、国立大学法人大阪大学、国

立大学法人山梨大学、国立大学法人九州工業大学、学校法人早稲田大学、国立大学

法人群馬大学、学校法人芝浦工業大学、国立大学法人信州大学、国立大学法人鹿児

島大学、国立大学法人名古屋工業大学、東レ株式会社、株式会社コージン、デンカ株

式会社、アレントジャパン株式会社、東京エレクトロンデバイス株式会社、DOWA メタル

テック株式会社、日本軽金属株式会社、ナガセケムテックス株式会社、アルプスグリーン

デバイス株式会社、東京エレクトロン株式会社、富士電機エフテック株式会社）、株式会

社デンソー（共同研究先：国立大学法人静岡大学、国立大学法人大阪大学、委託先：

株式会社日本自動車部品総合研究所）、三菱電機株式会社（共同研究先：国立大学法

人東京工業大学、学校法人芝浦工業大学、国立大学法人九州工業大学）、日本ファイ

ンセラミックス株式会社（共同研究先：国立研究開発法人産業技術総合研究所）、三菱

マテリアル株式会社、DOWA エレクトロニクス株式会社、デンカ株式会社、株式会社

ACR（共同研究先：学校法人東京理科大学） 

研究開発項目③（1）（革新的アプリケーション開発） 

委託先：公益財団法人鉄道総合技術研究所、株式会社 ACR（共同実施先：国立研究開発法

人産業技術総合研究所）、国立大学法人京都工芸繊維大学（再委託先：国立大学法人

千葉大学）、公立大学法人首都大学東京、大学共同利用機関法人高エネルギー加速

器研究機構、国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人筑波大学、株式

会社パルスパワー技術研究所、東京計器株式会社、株式会社プラズマアプリケーション

ズ、国立大学法人信州大学、国立大学法人大阪大学 

研究開発項目④ 

委託先：三菱電機株式会社、国立研究開発法人産業技術総合研究所、住友電気工業株式

会社（共同研究先：国立大学法人東京工業大学、国立大学法人東北大学、国立研究

開発法人情報通信研究機構）、国立大学法人名古屋大学（再委託先：株式会社デン

ソー）、大陽日酸株式会社、国立大学法人名古屋大学、国立大学法人名古屋工業大

学、国立大学法人筑波大学 

情勢変化への 

対応 

事業を推進しながら課題として見えてきたものについて、適宜新テーマを追加。具体的に

は、「調査」「人材育成」「先導研究」の追加を行った。さらに 2017 年度からは、「SiC パワーデ

バイスを用いた超高効率車載電動システムの開発」と「高出力密度・高耐圧 SiC パワーモ

ジュールの開発」について当初６年の計画を４年に期間短縮し、実用化・事業化を加速した。

また、大口径・高品質バルク GaN 結晶の実用化加速を行うため、内閣府ＳＩＰ/次世代パワーエ

レクトロニクスより開発テーマを移管するとともに、GaN 先導研究を受け、研究開発項目④とし

て 「新材料パワーデバイスの実用化加速技術開発」の国プロを新規に追加」した。 

知財戦略の見直しを行い、海外における特許出願も積極的に実施した。 

各種国際学会(ECSCRM/ICSCRM, ECCE, APEC、等)にも積極的に参加（12 回）し、材料・

デバイス・モジュール・応用の各分野に渡って研究開発の最新動向の調査を行い、米国・中国

等の研究開発の動向を踏まえ、各種ウェハー技術、デバイス技術、ドライブ技術、モジュール

技術の目標設定や目標の妥当性確認等に活用した。さらに、SiCやGaNなどの新材料パワエ

レに関する応用を推進できる人材の底上げを狙った人材育成事業についても、業界／参加企

業の要請を受け、関東・関西に加え名古屋地区での開催を追加するとともに、事業終了後の

継続性を維持するために、e-ラーニング教材の作成や書籍化を含む各種取り組みを行い、結

果として自主運営に切替え有料での講座を開設し、業界/参加企業からは大変好評だった人

材育成の取り組みを継続した。 

中間評価結果 

への対応 

主な指摘事項は 3 件あり、各指摘に対する対応を以下に示す。 

①ベンチマークとして単に欧米の国家ＰＪだけとの比較がされているが、それは国際動向のほ

んの一端であり、それらを取り巻く産業情勢をより正確に把握しておく必要がある 

【対応】海外ＰＪ動向のみならず、個別の企業の動向も含めた産業情勢を把握した上で研究開

発を行った結果、目標の見直し等に繋がった。また、各種調査事業も活用し幅広い情報収

集に努めた。さらに、パワエレシンポジウムにて応用分野から見たパワエレへの期待を実施

者とも共有し、研究や事業化を加速した。 
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②競合相手、特に海外メーカーは M&A で開発期間を大幅に短縮しているので、本 PJ にお

いても更なる開発スピードの向上が求められる 

【対応】Si-IGBTテーマでは、原理検証ができたことを受け、早期事業化を促し、企業の事業計

画に反映した。一部のテーマの事業期間を 6年から 4年に短縮するなど、これまでもスピー

ドﾞ向上に向けた取組を実施した。新材料 GaN ウエハテーマは、要素技術開発に目途が付

いた段階で内閣府ＳＩＰから経産省-Pj に移管し、実用化を強力に助成する体制とした(2017

年度) さらに、2018 年末に予算前倒し等を行うとともに、6 インチ結晶成長オートクレーブの

設計提案目標を引き上げ、量産化を加速した。 

 

③ＳｉＣパワエレの今後のさらなる普及には、応用分野の発掘と拡大が重要である。そのために

は、ＳｉＣウェハーの更なる高品質化、低コスト化も重要な課題である。デバイス自体のコスト

については、一部企業で検討されているが、全体としてはまだ検討が不十分である 

【対応】低コスト化等の普及に向けた課題は、実施者毎の事業部門との会議等にて更なる検討

を行い、低コスト化に繋げた。SiC モジュールのサンプルを潜在顧客に提供し、応用分野の

発掘を推進した。また、NEDO調査事業で新材料ウェハーのコストトレンドも調査した。 

評価

に関

する 

事項 

事前評価 
2013 年度（平成 25 年度）実施  担当部 IoT推進部 

中間評価 
2016 年度（平成 28 年度） 中間評価実施 

事後評価 
2020 年度（令和 2 年度） 事後評価実施 

３．研究開発成果について 

【研究開発項目①(10)】 

＜2016 年度末＞ 

・新世代 Si-IGBT を試作するため、まず縦型 MOSFET の試作を行った。ピーク移動度では、

300cm2/Vs （目標；300cm2/Vs）のMOSFETを得ることに成功した。この技術を応用して新構

造縦型 IGBTを試作し、良好な電流密度が得られている． 

・新開発のゲートドライブ回路を高電圧パワーエレクトロニクス回路に組み込み実証評価する

環境を構築し、インバータ動作により連続運転を行った。3kV スイッチング環境を構築した。 

＜2019 年度末＞ 

・世界初、5V(従来 15V)駆動の高耐圧(3kV)Si-IGBT 試作し、デジタルゲート制御により特性

改善を達成した。 

・スケーリング IGBT コンセプトの連続性を確認した。 

・5kW 3 相インバータの連続運転し、産業用実用化クラス変換器を実証した。 

 

【研究開発項目③（2）】 

＜2016 年度末＞ 

（次世代パワーモジュール） 

・目標である、コスト 30%削減、量産化工数半減、サンプル供給期間 1/4 のパワーモジュール

開発について達成のメド付け完了。 

（車載電動システム） 

・目標である、従来システムから損失 1/3 となる昇圧コンバータレス PCU を用いた車載電動シ

ステムについて、システム単体での目標達成を確認。 

（高耐圧 SiCパワーモジュール） 

・目標である、耐圧 6.5kV、出力密度が同耐圧 Si モジュール比 2 倍以上のパワーモジュール

について、回路動作検証用のモジュールにて実現可能であることを確認。 

＜2017 年度末＞ 

（次世代パワーモジュール） 

・パワー密度:1000kVA/L、製品コスト：約 30％減の SiCパワーモジュールを開発した。 

・モジュールの新たな試作工法により、サンプル供給期間 1/4 に短縮を実現した。 

（車載電動システム） 

・100kw クラスのシステムで JC08 モード実車走行時、PCU損失 1/3 を実現可能なレベルの 

損失低減効果を実証した。 

（高耐圧 SiCパワーモジュール） 

・耐圧 6.5kV、出力密度が当社同耐圧 Siモジュール比 2倍以上の SiCパワーモジュールを達

成した。 

＜2019 年度末＞ 

（発電電動一体ターボチャージャ） 
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・試作部材を用いて、発電電動機一体ターボチャージャによる排熱回収システムを構築した。 

・発電電動機と SiC デバイス組み込みインバータをエンジンに取り付け耐久評価を実施して低

速トルクアップ（吸気圧力 100kpa）と車両燃費改善効率 5%を実現した。 

 

【研究開発項目④】 

＜2019 年度末＞ 

（大口径バルク GaN結晶） 

・独自の低圧アモノサーマル法を用いて、貫通転位密度 1000個/㎠以下、4インチの単結晶育

成に成功した。 

・量産化に向けた低圧アモノサーマル法による 6 インチ結晶成長オートクレーブの設計提案目

標を引き上げ、達成した。 

（次世代 HVPE法） 

・縦型 GaNの低価格化に寄与する、次世代 HVPEエピ成長法を開発した。 

＜外部原料供給装置を開発による原料を連続供給、高速回転による高速成長＞ 

・2 インチ以上、成長速度 0.5mm/h、厚さ 1mm以上の実現可能性を実証した。 

・縦型 HEMTデバイス耐圧 1000V相当の不純物レベルを達成し、高耐圧用途向けデバイス 

の実用化の見通しを明確にした。 

・試作デバイスの動作実証を行い、本研究のエピ成長法の有用性を示した。 

（絶縁膜形成技術） 

・GaN パワーデバイスの性能と信頼性に大きな影響を及ぼすゲート絶縁膜にフォーカスして、

1）MOS 形成プロセス確立、2）MOS 構造の界面、絶縁膜の欠陥評価、3）MOSFET の動作

実証を行って最適プロセス条件を確立した。 

・独自の絶縁形成装置を開発するとともに、界面準位密度 1×1011 cm-2 eV-1 と良好な界面を

達成し、縦型 GaN パワーデバイスやパワーIC の絶縁膜形成技術の実用化の見通しを得

た。 

（高放熱構造） 

・世界初、基板とダイヤの常温直接接合で GaN on ダイヤモンドデバイス作製に成功した。 

 ＜従来の GaN on SiCデバイスと比較して約４割の温度低減を実現＞ 

・実用に即した伝導率、製膜速度、面内均一性の目標を達成し、実用化の見通しを得た。 

 ※上記により、GaN の特長（高周波、高出力）が活きる革新的用途に関する要求仕様と実現

可能性の明確化を行った。 

※上記の開発した３つの共通基盤技術（HVPE 法、絶縁膜形成技術、高放熱構造）の実用

化見通しを明確化した。 

（高周波 GaN-HEMT） 

・低抵抗/大電流特性の N極性 GaN トランジスタ（逆 HEMT）の試作・動作検証を行った。 

・Si/SiCデバイスに対する競争優位性を確保する各数値目標を達成した。 

 ※上記により、Si/SiCデバイスに対する競争優位性の明確化を行った。 

投稿論文 
「査読付き」48 件 

特 許 「出願済」113 件（うち国際出願 20 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

研究発表・講演 275 件、新聞雑誌等への掲載 15 件、 

展示会への出展 21 件、受賞実績 12 件 

４．実用化・事業化 

見通しについて 

【研究開発項目①(10)】＜東芝、三菱電機（共同実施先）＞ 

・22-23 年度に新世代 Si-IGBTの事業化を目指す。 

【研究開発項目③（2）】 

（次世代パワーモジュール）＜富士電機＞ 

・顧客最適化による性能最大化を図った製品を目指し、社内製品に搭載して 20年度から販売

を開始した。 

（車載電動システム）＜デンソー＞ 

・搭載車両を決定し、SiC パワーモジュールを 25 年、車載電動ステムを 28 年の実用化予定。

ガス成長法による低コスト SiC ウェハーは 25 年量産予定。 

（高耐圧 SiCパワーモジュール）＜三菱電機＞ 

・6.5ｋVパワーモジュールについてユーザーとともに採用システムを探索中。 

（発電電動一体ターボチャージャ）＜ＡＣＲ＞ 

・大手トラックメーカーと目標値の共有化と実用化を検討し、24 年販売開始予定。 

【研究開発項目④】 
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（大口径バルク GaN結晶）＜三菱ケミカル＞ 

・6 インチサイズの GaN単結晶基板のサンプル販売を 1 年前倒し、23 年度に始める。 

（次世代 HVPE法）＜大陽日酸＞ 

・本事業終了後も量産化に向けた改善技術の開発を継続し、23年度目途に量産化を行う。 

（高放熱構造）＜三菱電機＞ 

・まずは 24 年度を目途に、小型化・高出力化が強く求められるレーダー用途に適用し、その

後、価格、市場性を見たうえで 25 年度以降、順次民生向け展開を図る予定。 

（高周波 GaN-HEMT）＜住友電工＞ 

・量産に向けた技術開発を継続し、23 年から製造部門の技術立上げを行うと共に、製品として

の増幅器開発を行い、26 年頃から製品適用する。 

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 
2014 年 4 月 作成（研究開発項目③の追加） 

変更履歴 

2014 年 5 月 改訂（研究開発項目①(10)の追加） 

2015 年 2 月 改訂（研究開発項目③に革新的アプリケーション

開発を追加） 

2015 年 9 月 改訂（根拠法の追加等） 

2017 年１月 改訂（研究開発項目①（10）の延長及び研究開発

項目④の追加） 

2018 年 3 月 改訂（研究開発項目④の対象範囲の変更） 

2020 年 2 月 改訂（プロジェクトリーダーの担当範囲の誤記訂

正、及び西暦表記への変更） 

 

 

  


